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平成２３年度科学研究費補助金（特別推進研究、基盤研究、挑戦的萌芽研究、

若手研究（Ａ・Ｂ））の公募について（通知）

このことについて、別添「平成２３年度科学研究費補助金公募要領（特別推進研究、基

盤研究、挑戦的萌芽研究、若手研究（Ａ・Ｂ））」（以下「公募要領」という。）により

公募します。

ついては、貴職より関係者に周知していただくとともに、貴研究機関において、応募者

がいる場合には、公募要領「Ⅴ 研究機関の方へ」の内容に従い、応募手続等必要な事務

を行ってください。

また、平成２３年度科学研究費補助金に応募する研究機関及び平成２３年度に科学研究

費補助金の継続課題がある研究機関は、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガ

イドラインに基づく体制整備等の実施状況報告書」を、平成２２年１０月８日（金）まで

に府省共通研究開発管理システム（e-Rad）を使用して提出してください（別途、提出方

法等について、文部科学省科学技術・学術政策局調査調整課競争的資金調整室より詳細を

通知予定。）。報告書の提出がない場合には、当該研究機関に所属する研究者の応募が認

められませんので、御留意願います。詳細については、９月下旬に本会ホームページに掲

載予定の「公募要領等説明会の資料」及び「お知らせ」を参照してください。

なお、今回の公募において、別添「平成２２年８月１９日２２文科振第２６４号」の別

紙５のとおり、文部科学省からの通知に基づく変更点があります。研究代表者の交替を平

成２３年度から認めないこととしていますが、研究代表者に事故等があった場合の取扱い

など運用上の留意点については、交付の内定時期までに本会ホームページなどでお知らせ

します。

（本件担当）
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別紙５

平成２３年度公募における主な変更点について

科学技術・学術審議会学術分科会における審議等を踏まえ、平成２３年度科学研究費

補助金の公募に当たっては、主に以下の４点について変更を行った。

①応募資格の変更

②科研費被雇用者（科研費により雇用されている者）の取扱い

③研究成果報告書を提出しない場合の取扱い

④研究代表者の交替の取扱いの変更

なお、公募要領における記載内容は下記のとおりとする。

記

①応募資格の変更

教育を受けるとともに研究を指導される立場にある「学生」については、科研費

に応募することができません。このため、平成２３年度公募から、学生については、

その所属する研究機関又は他の研究機関において研究活動を行うことを職務として

付与されている場合であっても、応募することはできません。

ただし、所属する研究機関において研究活動を行うことを本務とする職について

いる者（例：大学教員や企業等の研究者など）で、学生の身分も有する者について

は、ここでいう「学生」には含まれません。

また、既に研究代表者として研究を実施している場合に限り、平成２３年度以降

も当該研究課題を実施することができます。なお、既に研究分担者又は連携研究者

として参画している場合には、当該研究課題の交付申請時に研究組織から外れる必

要があります。

②科研費被雇用者（科研費により雇用されている者）の取扱い

科研費被雇用者は、通常、雇用契約等において雇用元の科研費の業務（以下「雇

用元の業務」という。）に専念する必要があります。このため、雇用元の業務に充て

るべき勤務時間を前提として自ら科研費に応募することは認められませんので、平

成２３年度公募において、その取扱いを明確にしました。

ただし、雇用元の業務以外の時間を明確にし、かつ、その時間をもって自ら主体

的に科研費の研究を行おうとする場合には、次の点が研究機関において確認されて

いれば科研費に応募することが可能です。この場合、研究代表者として応募するこ

とができるほか、研究分担者及び連携研究者等になることもできます。

また、継続研究課題も同様に、次の点が研究機関において確認されていれば、自

ら科研費の研究を実施することができます。



・ 科研費被雇用者が、雇用元の業務以外に自ら主体的に研究を行うことができる

旨を雇用契約等で定められていること

・ 雇用元の業務と自ら主体的に行う研究に関する業務について、勤務時間やエフ

ォートによって明確に区分されていること

・ 雇用元の業務以外の時間であって、自ら主体的に行おうとする研究に充てるこ

とができる時間が十分確保されていること

③研究成果報告書を提出しない場合の取扱い

研究終了後に研究成果報告書を理由なく提出しない研究者については、補助金を

交付しません。また、当該研究者が交付を受けていた補助金の交付決定の取消及び

返還命令を行うことがあるほか、当該研究者が所属していた研究機関について、そ

の名称等の情報を公表する場合があります。

さらに、研究成果報告書の提出が予定されている研究者が、研究成果報告書を理

由なく提出しない場合には、当該研究者の提出予定年度に実施している他の科研費

の執行停止を求めることとなりますので、研究機関の代表者の責任において、研究

成果報告書を必ず提出してください。

④研究代表者の交替の取扱いの変更

研究代表者は、研究計画の遂行に関してすべての責任を持つ研究者であり、重要

な役割を担っています。応募に当たっては、研究期間中に退職等により応募資格を

喪失し、責任を果たせなくなることが見込まれる者は研究代表者となることを避け

るよう求めています。

こうしたことから、平成２３年度からは、既に採択されている研究課題について

も、研究代表者を交替することは認めないこととします。


